
令和８年度６月補正予算（案）

１　補正予算（案）の概要

○一般会計補正予算額   　90億7,071万円

○主な内容　

　(1) 中東情勢等への対応

　　　～「富山県経済の好循環加速化パッケージ」第４弾の展開～

　(2) 県民の安全・安心の確保

　(3) 教育の充実

　(4) 地域の活性化

２　補正予定額

(1)一般会計 （単位：千円）

国支出金 地方債 その他 一般財源

補正前の額 633,815,375 63,402,076 46,722,800 88,349,695 435,340,804

補正予定額 9,070,711 6,150,594 2,723,000 197,117

合　計 642,886,086 69,552,670 46,722,800 91,072,695 435,537,921

(2)特別会計 （単位：千円）

補正前の額 補正予定額 合計

1,490,963 ー 1,490,963

病院事業会計 歳　入 37,584,386 895,875 38,480,261

会　　計　　名 主な内容

・物価高騰支援に伴う一般会計補
助金

令和８年６月４日
経営管理部財政課

区　分 金　額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

備　考

（債務負担行為の変更のみ）港 湾 施 設 特 別 会 計
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（1）中東情勢等への対応 （単位：千円）
［補正後現計］

新 （地域産業振興室） 2,650,000

事業内容

財　　源

新 （地域産業振興室） 1,285,000

事業内容

財　　源

拡 （成長産業推進室） 11,534

[46,532]

事業内容

財　　源

拡 （地域産業振興室） 15,000

[25,000]

事業内容

財　　源

新 （地域産業振興室） 48,000

事業内容

財　　源

県融資制度「中東情勢特別対策枠」の創設

　中東情勢の影響を受ける中小・小規模事業者の資金繰りを支援するため、融資
制度「経済変動対策緊急融資」に特別枠を創設

（融資限度額）8,000万円
（融資期間）7年間（うち据置期間1年以内）
（金利）年1.55％以内
（保証料率）年0.35～年1.05％（うち1/2を補助）
（保証料補助）1/2
（取扱期間）R9.3.31まで
（新規融資枠）100億円（協調倍率４倍）

貸付金元利収入等

　中小企業・小規模事業者等に対し、高効率機器や省力化設備等の導入を支援

（補助対象）富山県中小企業活性化協議会の支援を受けて事業
　　　　　  再生計画の策定に取り組む中小・小規模事業者
（対象経費）専門家に委託する調査費用・計画策定費用
（補助率等）事業者負担のうち中小企業1/2、小規模
　　　　　　事業者2/3、上限100万円

重点支援地方創生臨時交付金

中小企業エネルギー効率化推進補助金

（補助率）中小企業2/3、小規模事業者3/4
（補助上限）300万円（下限10万円）

重点支援地方創生臨時交付金

価格転嫁サポート補助金

　中小企業・小規模事業者に対し、価格転嫁に向けた課題の解決に要する費用へ
の支援を拡充

（対象経費）価格転嫁による経営改善に向けたコンサル費用
（補助率等）1/2、上限50万円（25万円から引上げ）
　　　　　　　　　　　　　　※6/1以降の申請から適用

重点支援地方創生臨時交付金

中小企業再生支援強化事業

　事業再生計画の策定に取り組む中小企業・小規模事業者を支援

脱炭素化モデル中小企業育成事業

　県内中小企業の脱炭素経営の取組みを後押しするため、自家消費型太陽光発電
設備等の導入を支援

（対象経費）自家消費型太陽光発電設備等の導入経費
（補助率等）5万円/kW等、上限500万円

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金
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新 （成長産業推進室） 71,700

事業内容

財　　源

新
（成長産業推進室）
（地域交通・新幹線

政策室）
259,200

事業内容

財　　源

新 （成長産業推進室） 5,680

事業内容

財　　源

新 （農業技術課） 248,000

事業内容

財　　源

拡 （農業技術課） 40,000

[75,000]

事業内容

財　　源

中小企業特別高圧電気料金負担軽減支援事業

　国の負担軽減策の対象外となっている特別高圧で受電する中小企業に対し、
電気料金の高騰分を支援

（補助対象）特別高圧で受電する中小企業
　　　　　（大規模商業施設のテナント等の中小企業を含む）
（補助額）①R8.7月分、R8.9月分：１kWh当たり1.8円
　　　　  ②R8.8月分：１kWh当たり2.3円
      　　上限額：708万円/社

重点支援地方創生臨時交付金

ＬＰガス料金負担軽減支援事業

　国の負担軽減策の対象外となっているＬＰガスを利用する一般消費者、タク
シー事業者等を支援

①家庭・業務用のLPガスを使用する一般消費者等に対する支援
（補助対象）個人事業主や医療福祉施設を含む民生用のＬＰ
　　　　　　ガス小売事業者
（補助方法）１契約当たり1,000円（R8.7月～9月分相当）の
　　　　　　割引原資を助成し販売額からの値引きを実施

②タクシー事業者に対する支援
（対象期間）R8.7～R8.9月分
（補助率）1/8

重点支援地方創生臨時交付金

（補助対象）農業者、農業団体等
（補助率）1/2

スマート技術体系への包括的転換加速化総合対策事業費補助金

（対象機器）環境対応車、エアヒーター、車載バッテリー式冷
　　　　　　房装置
（補助率）1/4等

重点支援地方創生臨時交付金

肥料・燃料コスト低減緊急支援事業

　肥料・燃料費高騰の影響を受ける農業者に対し、化学肥料や燃料のコスト低減
に向けた取組みを支援

「化学肥料・燃料低減ブラッシュアップ計画書」を作成し、生
産コストの低減に取り組む販売農家に対し、価格高騰分の一部
を支援するため奨励金（500円/10a）を交付

物流燃料価格高騰対策事業

　燃料費高騰の影響を受けるトラック運送事業者に対し、燃料消費抑制に資する
車両や機器の導入を支援

重点支援地方創生臨時交付金

とやま型スマート農業推進事業

　スマート農機と新たな生産方式（直播等）の導入を一体的に実施する取組みを
支援
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新 （生活衛生課） 11,250

事業内容

財　　源

新 （医務課） 42,027

事業内容

財　　源

新 （医務課） 293,301

事業内容

財　　源

新 （高齢福祉課） 250,000

事業内容

財　　源

新 （医務課） 945,017

財　　源

新
（保健体育課）
（教育企画課） 3,930

事業内容

財　　源

（教育企画課） ー

第三次救急医療機関に対する物価高騰支援事業

　救命救急センターを維持するため、エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける
第三次救急医療機関に対し、光熱費等の高騰分を支援

重点支援地方創生臨時交付金

県立学校体育館空調設備整備事業

通所・訪問系介護サービス事業所生産性向上支援事業

　燃料費高騰の影響を受ける通所・訪問系介護サービス事業所に対し、生産性向
上に資する介護テクノロジーの導入を支援

（対象経費）介護ソフト、機器、通信環境整備等
（補助率等）9/10、上限250万円

重点支援地方創生臨時交付金

（対象校）特別支援学校、夜間定時高校等
（対象期間）R8.4～R9.3月分

重点支援地方創生臨時交付金

　燃料費高騰の影響を受け、経営改善に取り組む一般公衆浴場に対し、燃料価格
の高騰分を支援

（対象期間）R8.4～R8.9月分
（補助率）1/3

（補助対象）国の医療提供体制施設整備交付金等の対象となる
　　　　　　新築、増改築等を行う医療機関
（補助率）1/3

医療施設等持続化支援事業費補助金

医療分野における業務効率化・職場環境改善支援事業

　医療機関が人材の確保・定着に向けて実施する業務効率化・職場環境改善等の
取組みを支援

（対象経費）業務効率化等に資するICT機器の導入経費
（補助率等）4/5、上限8,000万円

重点支援地方創生臨時交付金

医療施設整備促進支援事業

　施設整備を進める医療機関に対し、建築資材等の高騰分を支援

一般公衆浴場燃料価格高騰対策事業

　中東情勢の影響により、空調設備の納期が長期化し、年度内の完了が
困難な見込みとなったもの

学校給食物価高騰対策緊急支援事業

　物価高騰により影響を受ける県立学校における給食等の質を維持するための費
用を補てん

医療施設等持続化支援事業費補助金等

繰越明許費の設定

457,830
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（２）県民の安全・安心の確保 （単位：千円）
［補正後現計］

新 （医務課） 36,816

事業内容

財　　源

新 （医務課） 115,033

事業内容

財　　源

新 （防災課） 1,158

財　　源

（交通指導課） 26,400

財　　源

（建築住宅課） 53,000

財　　源

（３）教育の充実 （単位：千円）
［補正後現計］

新 （教育みらい室） 2,349,240

財　　源

災害時等歯科保健医療提供体制整備事業

高等学校等教育改革促進事業費補助金

　災害時や歯科医師が不足する地域等における歯科保健医療活動に必要な設備整
備等を支援

一般財源

警察費補助金等

月岡住宅団地排水管対策工事費

富山県高等学校等教育改革推進基金事業

（補助対象）（一社）富山県歯科医師会
（対象経費）巡回診療車・ポータブル診療器材等の導入費、
　　　　　　災害時等医療提供体制の調査検討費、チーム
　　　　　　養成研修費
（補助率）10/10

医療施設等設備整備費補助金　等

　高校教育改革促進のための国補助金を活用し、富山県高等学校等教育改革推進
基金へ積立て

可搬式速度違反自動取締装置整備事業

　県内主要幹線道路等における速度超過の取締りを強化するため、可搬式速度違
反自動取締装置を追加整備

自主防災組織等活性化推進事業委託金

①分娩取扱施設への支援
（基準額）1,160,000円/施設×分娩取扱件数減少率（％）
（補助率）1/2
②小児医療施設への支援
（基準額）105,200円/施設×入院患者減少率（％）×病床数
（補助率）1/2

包括的な地区防災計画策定促進事業

　地区防災計画の策定を促進するため、市町村職員向け研修会や住民向けワーク
ショップを開催し、検討から策定まで切れ目のない支援を実施

産科・小児科医療機関等支援事業

　安心して産み育てられる医療体制の確保のため、分娩取扱施設や小児医療拠点
施設に対し、体制維持に必要な費用を支援

医療施設等持続化支援事業費補助金

　富山市月岡地域の住宅団地に残る配管の調査・対策工事を実施
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新 （教育みらい室） 223,000

事業内容

財　　源

（４）地域の活性化 （単位：千円）
［補正後現計］

新
（スポーツ振興課）

（企画室）
（観光振興室）

19,100

財　　源

新 （成長産業推進室） 15,800

財　　源

新 （港湾課） 15,500

事業内容

財　　源

拡 （農産食品課） 10,000

[13,000]

事業内容

財　　源

新 （農業技術課） 3,400

財　　源

高温耐性品種等種子生産供給支援事業

一般財源

海王丸パークを核とした地域活性化推進事業

　海王丸の大規模修繕等を契機にパーク周辺エリアの活性化に向けた取組みを実
施

①海王丸パーク利活用の検討
②協賛イベントへの支援（補助率1/2、上限25万円）
③乗船キャンペーンの実施

重点支援地方創生臨時交付金

地域未来交付金（地域未来推進型）等

米国経済交流促進事業

　7、8月の米国訪問に合わせ、本県経済関係者と現地関係者との意見交換等を通
じて経済交流を促進

「BLACK SAMURAI 富山 Homecoming」開催事業

産業イノベーション人材育成等に資する高等学校等教育改革促進事業

　国の高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）に基づく
教育改革を推進するため、改革先導拠点での取組みを実施

持続可能な行政サービスの提供に向けた広域連携モデル構築事
業委託金

（対象経費）原種冷蔵保管庫の整備に要する費用
（補助率）1/2

　高温耐性品種等の優良種子の安定供給に向け、原種等の品質向上に資する施設
整備を支援

気候変動対応等高需要種子増産・確保緊急対策事業費補助金

富山県高等学校等教育改革推進基金

　本県出身のプロバスケットボールプレイヤー八村塁選手の公式凱旋イベントを
開催するとともに、「寿司といえば、富山」のPRや環水公園でのナイトクルーズ
等の関連イベントを実施

（改革先導拠点）
・魚津高校【理数系人材育成支援】
・小杉高校【多様な学習ニーズに対応した教育機会の確保】

高岡農林振興センター氷見サテライトデスクの設置

　農業の担い手育成・確保等に向けた連携を強化するため、氷見市庁舎に高岡農
林振興センターのサテライトデスクを設置

債務負担行為の設定

R⑨：166,000
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新 （農村整備課） 15,000

事業内容

財　　源

新 （多文化共生推進室） 7,625

事業内容

財　　源

持続可能な行政サービスの提供に向けた広域連携モデル構築事
業委託金

農業農村連携応援体制（ADST）構築事業

　災害発生時における農業用施設等の被災状況を迅速に把握するため、市町村と
連携し、農業土木技術職員の相互応援体制を構築

①被災していない市町村・県などによる支援に向けた農業土木
技術職員の初動対応合同研修、市町村への技術支援など
②災害被災状況共有システムの開発

持続可能な行政サービスの提供に向けた広域連携モデル構築事
業委託金

地域日本語教育連携推進事業

　地域における日本語教育を推進するため、市町村と連携し、初期日本語教室の
体験会やニーズ調査等を実施

①初期日本語教室体験会の開催（オンライン配信）
②外国人住民の学習ニーズや課題の調査
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